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2,161,920 2,363,258 2,560,032 2,653,467 2,399,648 2,349,636 

2,277,450 
2,248,453 

2,286,560 2,246,080 
2,183,173 2,238,261 

204,610 210,487 
230,760 226,525 

219,028 212,868 
417,844 

423,031 
427,561 423,466 

641,877 678,294 
117,849 

119,663 
123,679 129,531 

137,635 149,407 
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1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

（上半期×2）

(千円)

居宅サービス費 施設サービス費 特定入所者介護サービス費 地域密着型サービス費 高額介護サービス費

１－１ 鳴門市の介護給付費等の状況（第5期・第6期計画期間中）

5,179,673
5,364,891

5,628,593 5,679,070
5,581,361 5,628,466

○ 介護報酬改定 １．２％増（UP要因）

○ 訪問介護・通所介護事業所の増加（up要因）

（H23年度 48ヶ所→ H26年度 60ヶ所）

変動の要因

（制度改正他）

第5期

第５期

毎年約４%増

第６期

横ばい

実績値 推計値

○ 介護報酬改定 ２．２７％減（down要因）

○ 利用者負担への２割負担の導入（down要因）

○ 特定入所者介護サービスへの資産要件等追加（down要因）

○ 介護予防・日常生活支援総合事業の開始（down要因） 等

§ Ｈ２８年度より定員１８名以下通所介護が居宅サービス費か

ら地域密着型サービス費に移行

第6期
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特養・老健・介護療養

グループホーム

短期入所生活介護（単独型）

サービス付き高齢者向け住宅

第１期 第５期

１－２ 市内の事業所数の推移
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訪問・通所系サービスの事業所

訪問介護 訪問入浴

訪問看護 訪問リハ

通所介護（地域密着型通所介護含む） 通所リハ

居宅介護支援 認知症対応型通所介護

第２期 第３期 第６期第５期第４期第１期 第２期 第３期 第４期 第６期

○ 介護需要の増加とともに、訪問介護・通所介護事業所が増加

（第５期期間中の伸びが大きい→ 第６期期間中は落ち着いた動き）

○ 特養・老健・介護療養の施設系サービス、
グループホームは安定

○ 第５期期間中にサービス付き高齢者住宅が増加
○ 多様な滞在型サービスが増加
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5%

4%

3%
2%

2%

2%

5% 介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

介護療養型

医療施設

認知症対応型

共同生活介護

特定施設入居者生活介護

特定入所者介護サービス費

通所介護

訪問介護

通所リハビリテーション

介護予防支援・居宅介護支援

短期入所生活介護

福祉用具貸与

訪問看護

小規模多機能型居宅介護
その他

高額介護サービス（医療合算含む）

介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

介護療養型

医療施設

認知症対応型

共同生活介護

特定施設入居者生活介護

特定入所者介護サービス費

通所介護

訪問介護

通所リハビリテーション

介護予防支援・居宅介護支援

短期入所生活介護

福祉用具貸与

訪問看護

小規模多機能型居宅介護
その他

高額介護サービス（医療合算含む）

８兆
５,１２１
億円

介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

介護療養型

医療施設

認知症対応型

共同生活介護

特定施設入居者生活介護

特定入所者介護サービス費

通所介護

訪問介護

通所リハビリテーション

介護予防支援・居宅介護支援

短期入所生活介護

福祉用具貸与

訪問看護

小規模多機能型居宅介護
その他

高額介護サービス（医療合算含む）

１－３ サービス種別毎の給付の状況 （全国）

平成２５年度 平成２８年度

・ 全体の給付費は大きく増加しているが、給付費の構成割合に大きな変化はみられない。
各サービスの多くは、満遍なく給付費が増加している。
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訪問看護

高額介護サービス（医療合算含む）

特定入所者介護サービス費

介護老人
福祉施設

特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型

共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

９兆
２,２７７
億円

その他

居宅系：５３％ 施設・居住系：４７％ 居宅系：５２％ 施設・居住系：４８％
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特定入所者介護サービス費

高額介護サービス（医療合算含む）

その他

５３億
６,４８９
万円

介護療養型

医療施設

19％
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2%
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2%

2%

介護療養型

医療施設
通所介護

訪問介護

通所リハビリテーショ

ン

介護予防支援・

居宅介護支援

短期入所生活介

護

福祉用具貸与

訪問看護

訪問リハビリテーショ

ン

認知症対応型
共同生活介護

高額介護サービス（医療合算含

む）

特定入所者介護サービス費

その他

５５億
８,１３６
万円

介護老人

保健施設

介護老人

福祉施設

１－４ サービス種別毎の給付の状況 （本市）

平成２５年度 平成２８年度

・ 施設・居住系の給付費全体に占める割合は減少し（特に、介護療養型医療施設）、居宅系の割
合が増加。

・ 通所介護の給付費の全体に占める割合の増加。
（※ 通所介護の給付費は３年間で３０％強の伸び率となった。）

居宅系：４７％ 施設・居住系：５３％

居宅系：５１％ 施設・居住系：４９％
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１－５ 斟酌すべき基礎数値の見通し（人口・認定者数）
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75歳以上 65歳～75歳未満 40歳～65歳未満

15歳～40歳未満 15歳未満

実績値 推計値
64,620 63,200

61,513
59,276

56,700
53,831

13,991 15,124
16,323 18,539 19,541

19,261

○ 総人口は減少傾向だが、高齢者人口は暫く増加傾向が続き、

その後は後期高齢者人口の増加傾向が強まっていく見通し。

⇒ 介護サービスのニーズが高まっていく

（介護度の高い高齢者を支えていくサービスの確保が必要）

○ 平成28年度・平成29年度、介護予防・日常生活支援総合事業
の開始に伴い、軽度の認定者数が減少した影響により、
横ばいであったが、今後、高齢者人口の増加により、認定者数
は増加傾向が続く見通し。

328 268 214 216 220 223 

646 631 644 651 661 670 

673 
633 628 627 636 646 

730 
791 788 801 818 835 

486 523 548 552 560 568 

400 405 434 438 445 453 

399 391 351 352 357 363 

0
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4,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

(人)

２．要介護・要支援認定者数の推移

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

実績値 推計値

3,662 3,642 3,607 3,637 3,697 3,758
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１－６ 第７期期間中における介護給付費の見通し

第６期～大規模な減額要因

第７期～小規模な減額要因

第７期における本市の介護給付費の見通し

介護報酬の改定

▲2.27％

利用者負担

2割負担導入

利用者負担の

上限額

一部引き上げ

食費・居住費の

軽減要件に

資産要件など追加

総合事業の開始

介護報酬の改定

減額見込み

利用者負担

3割負担導入

介護認定者数は増
加の見通し

介護保険制度改
正は小規模の見

通し

介護給付費の

増加傾向は

強まる見通し

居宅介護サービス費・地域密着型サービス費

•介護認定者数の増加に伴い、在宅サービスの利用者も増加が見込まれ、今後
も増加傾向が進む見通し

施設サービス費

•比較的落ち着いた推移をしている中で、地域医療構想の推進、介護療養病床
廃止・介護医療院の創設などの影響を考慮する必要あり

特定入所者介護サービス費

•制度改正も一服し、概ね横ばいの見通し

高額介護サービス費

•利用者負担に伴い、その負担上限額に達する利用者が増加しており、今後も増
加傾向が進む見通し

制度改正による介護給付費への影響

個別要因
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7

２－１ 訪 問 介 護

訪問介護員が、利用者の居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・選択・掃除等の家事

等を提供するもの。

内 容

61,010 58,812 58,343 60,106 
29,604 

575 

394,213 426,174 422,544 435,782 
446,259 

454,214 
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(千円) 介護サービス費用額

介護予防訪問介護 訪問介護

3,108 3,062 3,110 3,253 
1,572 28 

8,352 
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9,978 
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(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防訪問介護 訪問介護 事業所数

長らく増加傾向が続く中、特に平成24年から平成26年にかけて、サービス付き高齢者向け住宅の整備が
進み（0か所→6か所）、費用・件数・事業所数ともに大きく増加したが、その後は落ち着いた伸び。なお介
護予防訪問介護は平成28年度から総合事業へ段階的に移行しており、平成30年度になくなる予定。（給付
費から地域支援事業へ移行）
→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅で生活する利用者も増加し、費用・件数は、今後、増加傾向に転ず

る見込み。

現状・傾向
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２－２ 訪 問 看 護

疾病または負傷により、居宅において継続して療養を受ける状態にある者に対し、その者の居宅に

おいて看護師等が行う療養上の世話又は必要な診療の補助。なお介護保険が医療保険に優先される。

内 容

7,009 8,226 9,489 13,960 11,769 8,170 
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63,700 

67,112 

76,581 80,077 
82,297 
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(千円) 介護サービス費用額

介護予防訪問看護 訪問看護

225 249 264 379 308 
234 

1,158 
1,346 1,457 

1,685 1,820 1,786 
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(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防訪問看護 訪問看護 事業所数

全体的に増加傾向が続く。平成27年度の介護保険制度改正により、病院または診療所による訪問看護の単

価が引き上げられるとともに、訪問看護によるリハビリと訪問リハビリの単価が統一された影響などによっ

て、平成27年に費用・件数ともに大きく増加したが、その後は横ばい。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅生活者も増加し、費用・件数は今後緩やかに増加していく見込み。

現状・傾向
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２－３ 訪問リハビリテーション

利用者の居宅において、その心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われ

る理学療法、作業療法等のリハビリテーション。

内 容

10,878 13,907 
17,289 

12,817 15,406 17,348 

71,611 
74,508 

80,467 
79,756 

81,416 77,631 
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(千円) 介護サービス費用額

介護予防訪問リハ 訪問リハ

357 458 504 431 
493 

526 
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1,971 1,924 
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(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防訪問リハ 訪問リハ 事業所数

全体的に増加傾向が続く中、平成27年度の介護保険制度改正により、訪問看護によるリハビリと訪問リハ

ビリの単価が統一され、訪問リハビリから訪問看護に一部移行された影響によって、平成27年度は費用・件

数ともに減少したが、その後は横ばい。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅で生活する利用者も増加し、費用・件数は今後緩やかに増加傾向。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

10

２－４ 通所介護・地域密着型通所介護（定員18人以下）

利用者を老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施設において、入浴・排せつ・食事等の介

護、生活等に関する相談及び助言・健康状態の確認その他日常生活上の世話、機能訓練を行うもの。

内 容

112,085 143,033 
160,575 146,557 

77,566 
261 

479,648 
550,732 

688,357 
846,135 

902,506 

954,378 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防通所介護 通所介護等

3,317 
4,181 4,787 5,257 

2,844 
18 
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8,286 
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防通所介護 通所介護等 事業所数

全体的に増加傾向の中、平成24年から平成26年にかけて、サービス付き高齢者向け住宅の整備が進み（0か所

→6か所）、費用・件数・事業所数ともに大きく増加し、その後も増加傾向が続く。なお、介護予防通所介護は平成

28年度から総合事業へ段階的に移行しており、平成30年度にはなくなる予定。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅で生活する利用者も増加し、費用・件数は今後も増加傾向。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

11

２－５ 通所リハビリテーション

利用者を介護老人保健施設、病院等の施設に通わせ、当該施設において、その心身の機能の維持回

復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法等のリハビリテーション。

内 容

66,349 52,097 47,045 32,687 34,506 37,874 

354,305 
343,048 339,105 

258,934 253,661 262,576 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防通所リハ 通所リハ

1,577 1,204 1,103 978 1,059 
1,172 

5,051 
4,674 4,486 

3,371 
3,504 

3,698 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防通所リハ 通所リハ 事業所数

全体的に緩やかな減少傾向の中、平成26年から平成27年にかけて、隣接自治体の大規模な通所リハビリ

テーションの定員が大きく減少した影響により、費用・件数ともに大きく減少したが、その後は横ばい。

→ 平成30年度より、医療保険の維持期リハビリテーション（運動器・脳血管疾患等）が介護保険に完全

移行されるほか、介護認定者数の増加に伴い、在宅生活者も増加し、費用・件数は、増加の見通し。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

12

２－６ 福祉用具貸与・特定福祉用具販売

利用者の日常生活の便宜を図るための用具及び利用者の機能訓練のための用具であって、利用者が

その居宅において自立した日常生活を営むことができるよう助けるもの。

内 容

13,058 15,900 16,074 19,083 15,975 15,313 

105,102 
115,270 

125,346 130,351 134,512 139,849 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防福祉用具 福祉用具

2,084 2,386 2,489 2,905 2,906 
2,928 

8,741 
9,566 

10,459 
11,189 11,669 11,826 

5 5 5 5 5

4

0

1

2

3

4

5

6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防福祉用具 福祉用具 事業所数

全体的に増加傾向の中、平成27年度以降はやや落ち着き、費用・件数ともに緩やかな増加傾向。

→ 平成30年度より、福祉用具貸与では、機能や価格帯の異なる複数の商品の提示の義務付けや商品毎に

全国平均貸与価格をベースにした上限額設定等、適正価格での貸与の確保に向けた制度改正の予定。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅生活者は増加し、件数自体は今後緩やかに増加していく見込み。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

13

２－７ 短期入所生活介護

利用者が老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等に短期間入所し、当該施設において入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うもの。

内 容

1,462 1,082 729 962 550 629 

97,880 

139,308 

167,811 
156,008 

170,848 186,385 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防短期入所 短期入所

44 29 24 31 14 12 

882 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防短期入所 短期入所 事業所数

全体的に大幅な増加傾向の中、平成25年に、施設単独型の事業所１か所を含めて2か所が開設され、

費用・件数・事業所数ともに大きく増加したが、その後も増加傾向が続いている。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅生活者も増加し、費用・件数は今後も増加していく見込み。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

14

２－８ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

認知症の高齢者に対して、共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴・排せ

つ・食事等の介護などの日常生活上の世話と機能訓練を行うもの。

内 容

0 0 0 540 1,440 0 

349,057 353,882 354,193 347,868 344,011 352,638 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

0 0 0 3 8 0 

1,420 
1,432 1,439 1,421 1,414 1,420 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 事業所数

市内７事業所（利用定員117人）にて提供。利用者も安定して推移しており、全体的に横ばい。

→ 今後も概ね横ばいの見込み。

現状・傾向
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Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

15

２－９ 介護老人福祉施設（特養）

要介護高齢者のための生活施設。入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活の世話、機能訓練、

健康管理及び療養上の世話を行うもの。

内 容

635,287 682,512 

821,065 
791,212 797,840 832,251 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護老人福祉施設

2,754 
2,969 

3,524 3,518 3,575 
3,658 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内施設数

介護老人福祉施設 施設数

全体的に緩やかな増加傾向の中、平成25年に、施設１か所（定員80人：介護療養型医療施設からの転換）が開設
され、市内５施設（定員300人）となり、費用・件数ともに増加したが、その後は落ち着いた伸び。
→ 介護認定者数の増加に伴い、施設入所を必要とする利用者の増加も見込まれるが、基本的に施設定員を給付

上限とするサービスであり、需要と供給の精査を行っていく必要がある。なお、介護療養型医療施設の廃止・
介護医療院の創設に伴う影響を勘案する必要あり。

現状・傾向
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Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）
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２－１０ 介護老人保健施設（老健）

要介護高齢者のための在宅復帰・在宅療養支援、機能維持・改善などを行う施設。看護、医学的管

理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うもの。

内 容

1,019,840 1,027,797 1,039,772 1,071,183 1,062,109 1,099,000 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護老人保健施設

3,933 
3,931 3,934 4,094 4,110 

4,200 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内施設数

介護老人保健施設 施設数

市内4施設（定員326人）を中心に、費用・件数ともに緩やかに増加傾向。

→ 介護認定者数の増加に伴い、施設入所を必要とする利用者も増加しているが、基本的に施設定員を

給付上限とするサービス。なお、介護療養型医療施設の廃止・介護医療院の創設に伴う影響を勘案

する必要あり。

現状・傾向



Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
Ｈ25
Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

17

２－１１ 介護療養型医療施設

医療の必要な要介護高齢者のための長期療養施設。療養病床等を有する病院等において、療養上の

管理、看護、医学的管理の下における介護その他の世話及び機能訓練その他必要な医療を行うもの。

内 容

622,324 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護療養型医療施設

1,713 1,520 
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1,037 898 852 

4 4

3 3 3 3

0

1

2

3

4

5

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内施設数

介護療養型医療施設 施設数

平成18年に介護療養型医療施設の廃止が決まった中で（平成34年度まで経過措置あり）全体的に減少傾向の中、

平成25年から施設１か所の廃止及び施設1か所の療養病床の転換（介護老人福祉施設）により、平成27年に施設1

か所の療養病床の転換（医療病床）により、それぞれ費用・件数ともに減少し、市内3施設（定員67人）となった

が、その後も減少傾向。

→ 費用・件数は今後も減少傾向。なお、介護療養型医療施設の廃止・介護医療院の創設（平成30年度～）

に伴う影響を勘案する必要あり。

現状・傾向
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Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）

介護サービス利用件数

Ｈ24
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Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29 （上半期×2）
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２－１２ 居宅介護支援・介護予防支援

居宅の利用者が居宅サービス等を適切に利用できるよう、心身の状況、置かれている環境、利用者

の希望等を勘案し、サービス計画の作成するとともに、事業者等との連絡調整などを行うもの。

内 容

32,607 34,737 37,506 40,164 
29,158 18,445 
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（上半期×2）

(千円) 介護サービス費用額

介護予防居宅介護支援 居宅介護支援

7,732 8,235 8,839 9,171 6,708 4,178 

16,616 
17,874 18,687 19,668 
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（上半期×2）

(件) 介護サービス利用件数・市内事業所数

介護予防居宅介護支援

全体的に増加傾向の中、平成23年から平成26年にかけて、介護認定率が対前年度約4%ずつ増加した影響によ

り、費用・件数・事業所数ともに大きく増加したが、その後は全体的に緩やかなが続く。また平成28年度から総合

事業が開始し、介護予防訪問介護・介護予防通所介護が地域支援事業に移行したため介護予防居宅介護支援が減少。

→ 介護認定者数の増加に伴い、在宅生活者も増加し、費用・件数は今後も増加していくことが見込まれる。

現状・傾向


